
 



 

環境再生保全機構の概要 

 

 設立年月日及び根拠法    設設立立年年月月日日及及びび根根拠拠法法    
 

平成 16 年 4 月 1 日   独立行政法人環境再生保全機構法（平成 15 年法律第 43 号） 
 

環境再生保全機構（以下、「機構」という。）は、「特殊法人等整理合理化計画」（平成 13 年

12 月 19 日閣議決定）に基づき、旧公害健康被害補償予防協会及び旧環境事業団について、事

業、組織の見直しが行われ、新たに「独立行政法人環境再生保全機構」として平成 16 年 4 月 1
日に設立されました。 

 
 目的    目目的的    

 
公害に係る健康被害の補償及び予防、民間団体が行う環境の保全に関する活動の支援、ポリ

塩化ビフェニル廃棄物の処理の円滑な実施の支援、廃棄物最終処分場の維持管理積立金の管理、

石綿による健康被害の救済等の業務を行うことにより、良好な環境の創出その他の環境の保全

を図ること。 
 

 所在地    所所在在地地    
 

本部 〒212－8554 
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番ミューザ川崎セントラルタワー 

大阪支部 〒530－0002 
大阪府大阪市北区曽根崎新地一丁目 1 番 49 号梅田滋賀ビル 

富士建設事務所 〒417－8601 
静岡県富士市永田町一丁目 100 番富士市役所内 

 
 役職員の状況    役役職職員員のの状状況況    

 
理事長  1 名、 理事 3 名、 監事 2 名 
職員数 116 名                      （平成 18 年 3 月 31 日現在） 

 
 主務大臣・主務省    主主務務大大臣臣・・主主務務省省    

 

 

① 役職員及び財務・会計等に係る管理業務 環境大臣 
② 民間団体が行う環境保全活動の支援業務及び 

これらに附帯する業務 
農林水産大臣、経済産業大臣、 
国土交通大臣及び環境大臣 

③ ②の業務以外の業務 環境大臣 
④ 機構業務の特例（建設譲渡事業等） 国土交通大臣、環境大臣 
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